
租税条約の締結

日本・ギリシャ租税条約の締結

はじめに

　我が国とギリシャ共和国（以下「ギリシャ」と
いいます。）との間には、これまで租税条約は存
在しませんでしたが、両国間の経済関係の発展を
踏まえ、両国政府は、令和元年（2019年） 5 月に
租税条約を締結するための交渉を開始しました。
その結果、令和 5 年（2023年）11月 1 日に「所得
に対する租税に関する二重課税の除去並びに脱税
及び租税回避の防止のための日本国とギリシャ共
和国との間の条約」（以下「条約」といいます。）
についてアテネにおいて署名が行われました。
　条約は、両国間で生ずる二重課税を除去するた
め、投資所得に対する投資先の国における課税の
軽減又は免除等、両国において課税することがで

きる範囲を定める規定等を設けています。また、
条約の締結により、両国の税務当局間において、
条約の規定に適合しない課税についての相互協議、
租税に関する情報交換及び租税債権の徴収に関す
る相互支援（徴収共助）の実施が可能となります。
　これらにより、二重課税を除去し、国際的な脱
税及び租税回避行為を防止しつつ、両国間の投
資・経済交流を一層促進することが期待されます。
　条約は、両国それぞれの国内手続（我が国にお
いては国会の承認を得ることが必要であり、条約
は第213回国会で承認されました。）を経た後、両
国間で外交上の公文の交換を行い、交換の日の後
30日目の日に効力を生ずることとなります。
　以下では、条約の内容について、逐条で解説し
ていくこととします。

一　対象となる者（第 1 条）

1 　本条の趣旨

　本条は、条約が適用される者の範囲等を規定し
ています。

2 　解説

⑴　条約が適用される者（本条 1）
　本条 1 は、条約は、原則として一方又は双方
の締約国の居住者である者について適用するこ
とを規定しています。「一方の締約国の居住
者」の定義は、第 4 条 1 （「一方の締約国の居

住者」の定義）において規定されており、この
定義によって我が国とギリシャの双方の居住者
とされる者（以下「双方居住者」といいます。）
は、いずれか一方の締約国の居住者として振り
分けられた上で、条約が適用されます（第 4 条
2 及び 3 （双方居住者の振分けルール））。

⑵　課税上存在しないものとして取り扱われる事
業体を通じて取得される所得に対する条約の適
用（本条 2）
　例えば、ある事業体が受け取る所得について、
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当該所得が生じた国（源泉地国）では事業体を
納税義務者として認識する（事業体課税が行わ
れる）のに対し、事業体が所在する国では事業
体の構成員を納税義務者として認識する（構成
員課税が行われる）場合があります。このよう
に、ある事業体に関する課税上の取扱いが両締
約国で異なる場合には、条約の特典を受ける者
に関する認識が両締約国で異なるため、実質的
な二重課税が生じているにもかかわらず条約が
適用できないこととなります。
　そこで、本条 2 は、いずれかの締約国の租税
に関する法令の下において全面的若しくは部分
的に課税上存在しないものとして取り扱われる
団体若しくは仕組みによって又はこのような団
体若しくは仕組みを通じて取得される所得は、
一方の締約国における課税上当該一方の締約国
の居住者の所得として取り扱われる限りにおい
て、当該一方の締約国の居住者の所得とみなす

ことを規定しています。
　これにより、いずれか一方の締約国により、
課税上存在しないものとして取り扱われる事業
体を通じて取得される所得に対する条約の適用
関係を明らかにしています。

⑶　セービング・クローズ（本条 3）
　本条 3 は、条約の規定は原則として一方の締
約国が自国の居住者に対して課税する権利を制
限しないことを規定するとともに、その例外と
して、自国の居住者に対して課税する権利を制
限する条約の条項を列挙しています。具体的に
は、第 9 条 2 （対応的調整）、第18条（政府職
員）、第19条（学生）、第22条（二重課税の除
去）、第23条（無差別待遇）、第24条（相互協議
手続）及び第27条（外交使節団及び領事機関の
構成員）が規定されています。

二　対象となる租税（第 2 条）

1 　本条の趣旨

　本条は、条約が適用される租税を規定していま
す。

2 　解説

　本条 1 及び 2 は、条約の対象となる租税が、一
方の締約国又は一方の締約国の地方政府若しくは
地方公共団体が課する所得に対する租税であるこ
とを規定し、本条 3 は、条約が適用される両締約
国の現行の租税を、それぞれ次のとおり規定して
います。
①　ギリシャにおいては、「自然人に対する所得

税」及び「法人その他法律上の団体に対する所
得税」（以下「ギリシャの租税」といいます。）

②　我が国においては、「所得税」、「法人税」、
「復興特別所得税」、「地方法人税」及び「住民
税」（以下「我が国の租税」といいます。）

　また、本条 4 は、条約の署名の日の後に、これ
らの租税に加えて又はこれらの租税に代わって課
される租税であって、これらの租税と同一である
もの又は実質的に類似するものについても、条約
が適用されることを規定しており、各締約国の権
限のある当局は、自国の租税に関する法令につい
て行われた重要な改正を相互に通知することとさ
れています。

三　一般的定義（第 3 条）

1 　本条の趣旨

　本条は、条約において使用される用語の定義等

を規定しています。
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2 　解説

⑴　各用語の定義（本条 1）
　本条 1 は、条約の中で用いられている用語に
ついて、文脈により別に解釈すべき場合を除き、
以下の意義を有することを規定しています。
①　「一方の締約国」及び「他方の締約国」と

は、文脈により、我が国又はギリシャをいい
ます。

②　「ギリシャ共和国」とは、地理的意味で用
いる場合には、ギリシャ共和国の領域（領海
及び空域を含みます。）及びギリシャ共和国
が国際法に基づいて主権的権利又は管轄権を
行使する海域をいいます。

③　「日本国」とは、地理的意味で用いる場合
には、我が国の租税に関する法令が施行され
ている全ての領域（領海を含みます。）及び
その領海の外側に位置する区域であって、我
が国が国際法に基づいて主権的権利を有し、
かつ、我が国の租税に関する法令が施行され
ている全ての区域（海底及びその下を含みま
す。）をいいます。

④　「者」には、個人、法人及び法人以外の団
体を含みます。

⑤　「法人」とは、法人格を有する団体又は租
税に関し法人格を有する団体として取り扱わ
れる団体をいいます。

⑥　「企業」は、あらゆる事業の遂行について
用います。

⑦　「一方の締約国の企業」及び「他方の締約
国の企業」とは、それぞれ一方の締約国の居
住者が営む企業及び他方の締約国の居住者が
営む企業をいいます。

⑧　「国際運輸」とは、船舶又は航空機による
運送（当該船舶又は航空機が一方の締約国内
の地点の間においてのみ運用され、かつ、当
該船舶又は航空機を運用する企業が当該一方
の締約国の企業でない場合における運送を除
きます。）をいいます。

⑨　「権限のある当局」とは、次の者をいいま

す。
⒤　ギリシャにおいては、国家経済財務大臣

又は権限を与えられたその代理者
ⅱ　我が国においては、財務大臣又は権限を

与えられたその代理者
⑩　一方の締約国についての「国民」とは、次

の者をいいます。
⒤　当該一方の締約国の国籍を有する全ての

個人
ⅱ　当該一方の締約国において施行されてい

る法令によってその地位を与えられた全て
の法人、組合又は団体

⑪　「事業」には、自由職業その他の独立の性
格を有する活動を含みます。

⑫　一方の締約国の「公認の年金基金」とは、
当該一方の締約国の法令に基づいて設立され
る団体又は仕組みであって、当該一方の締約
国の租税に関する法令の下において独立した
者として取り扱われ、かつ、次の⒤又はⅱに
該当するものをいいます。
⒤　専ら又は主として、個人に対する退職手

当及び補助的若しくは付随的な手当又は他
のこれらに類する報酬を管理し、又は給付
することを目的として設立され、かつ、運
営される団体又は仕組みであって、当該一
方の締約国又は当該一方の締約国の地方政
府若しくは地方公共団体によって規制され
るもの

ⅱ　専ら又は主として、当該一方の締約国の
他の公認の年金基金の利益のために投資す
ることを目的として設立され、かつ、運営
される団体又は仕組み

　なお、一方の締約国の法令に基づいて設立
される団体又は仕組みが、当該一方の締約国
の租税に関する法令の下において独立した者
として取り扱われるとしたならば上記⒤又は
ⅱに基づいて公認の年金基金に該当すること
となる場合には、当該団体又は仕組みは、条
約の適用上、当該一方の締約国の租税に関す
る法令の下において公認の年金基金として取
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り扱われる独立した者とみなし、かつ、当該
団体又は仕組みの全ての資産及び所得は、他
の者ではなく、当該独立した者によって保有
される資産及び取得される所得として取り扱
われます。

⑵　条約において定義されていない用語の解釈
（本条 2）
　本条 2 は、条約において定義されていない用
語の解釈について規定しています。条約におい

て定義されていない用語は、文脈により別に解
釈すべき場合又は両締約国の権限のある当局が
第24条（相互協議手続）の規定に基づいて異な
る意義について合意する場合を除き、条約の適
用を受ける租税に関して、条約を適用する締約
国の法令においてその適用の時点で有する意義
を有するものとされます。その際、租税に関す
る法令における用語の意義は、他の法令におけ
る用語の意義に優先することとされています。

四　居住者（第 4 条）

1 　本条の趣旨

　本条は、「一方の締約国の居住者」の定義等を
規定しています。

2 　解説

⑴　「一方の締約国の居住者」の定義（本条 1）
　本条 1 は、「一方の締約国の居住者」の定義
を規定しています。条約の適用上、「一方の締
約国の居住者」とは、「一方の締約国の法令の
下において、住所、居所、本店又は主たる事務
所の所在地、事業の管理の場所その他これらに
類する基準によって当該一方の締約国において
租税を課されるべきものとされる者」をいいま
す。また、一方の締約国、一方の締約国の地方
政府又は地方公共団体及び一方の締約国の公認
の年金基金は、「一方の締約国の居住者」に含
まれることを規定しています。
　ただし、一方の締約国内に源泉のある所得に
ついてのみ当該一方の締約国において租税を課
されるべきものとされる者は、「一方の締約国
の居住者」には含まれません。

⑵　双方居住者の振分けルール（本条 2及び 3）
　本条 2 及び 3 は、本条 1 によって双方居住者
に該当する者を条約上いずれか一方の締約国の
居住者に振り分けるためのルールを規定してい

ます。
　個人が双方居住者に該当する場合には、次の
①から③までの基準によって、いずれか一方の
締約国の居住者とみなすこととされており、こ
れらによっても決定することができない場合に
は、両締約国の権限のある当局の合意によって
解決することとされています（本条 2 ）。
①　その使用する恒久的住居が存在する締約国

の居住者とみなします。双方の締約国内に恒
久的住居を有する場合には、その人的及び経
済的関係がより密接な締約国（重要な利害関
係の中心がある締約国）の居住者とみなしま
す。

②　上記①によって決定することができない場
合には、その有する常用の住居が存在する締
約国の居住者とみなします。

③　上記②によって決定することができない場
合には、その個人が国民である締約国の居住
者とみなします。

　また、個人以外の者が双方居住者に該当する
場合には、両締約国の権限のある当局が、その
者の本店又は主たる事務所の所在地、その者の
事業の実質的な管理の場所、その者が設立され
た場所その他関連する全ての要因を考慮して、
その居住地国を合意によって決定するよう努め、
そのような合意がない場合には、その者は、条
約に基づいて与えられる租税の軽減又は免除を
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受けることができないこととされています（本
条 3 ）。

五　恒久的施設（第 5 条）

1 　本条の趣旨

　条約は、後述のとおり、事業利得に対する課税、
配当等に対する課税、給与所得に関する短期滞在
者免税等について、「恒久的施設」との関連を基
準として課税関係を規定しています。本条は、こ
の「恒久的施設」の定義等を規定しています。

2 　解説

⑴　「恒久的施設」の定義（本条 1）
　本条 1 は、「恒久的施設」の定義を規定して
います。条約の適用上、「恒久的施設」とは、
事業を行う一定の場所であって企業がその事業
の全部又は一部を行っているものをいいます。

⑵　恒久的施設の例示（本条 2）
　本条 2 は、本条 1 の定義を踏まえ、恒久的施
設に該当するものとして、次のものを例示して
います。
①　事業の管理の場所
②　支店
③　事務所
④　工場
⑤　作業場
⑥　鉱山、石油又は天然ガスの坑井、採石場そ

の他の天然資源を採取する場所

⑶　建築工事現場等（本条 3）
　本条 3 は、建築工事現場若しくは建設若しく
は据付けの工事又はこれらに関連する監督活動
については、これらの現場、工事又は活動が 6
か月を超える期間存続する場合に限り、恒久的
施設を構成するものとすることを規定していま
す。

⑷　天然資源の探査又は開発に関する恒久的施設
（本条 4）
　本条 4 は、本条 1 及び 2 の規定にかかわらず、
企業が一方の締約国内の沖合において天然資源
の探査又は開発を当該課税年度において開始し、
又は終了するいずれかの12か月の期間において
合計30日を超える期間行う場合には、当該企業
は、天然資源の探査又は開発を行う当該一方の
締約国内に恒久的施設を有し、かつ、その恒久
的施設を通じて当該一方の締約国内において事
業を行うものとされることを規定しています。

⑸　恒久的施設を有するとはされない準備的又は
補助的な性格の活動（本条 5）
　本条 5 は、本条 1 から 4 までの規定にかかわ
らず、次のいずれかに該当する活動を行う場合
には、恒久的施設に当たらないものとすること
を規定しています。
①　企業に属する物品又は商品の保管又は展示

のためにのみ施設を使用すること。
②　企業に属する物品又は商品の在庫を保管又

は展示のためにのみ保有すること。
③　企業に属する物品又は商品の在庫を他の企

業による加工のためにのみ保有すること。
④　企業のために物品若しくは商品を購入し、

又は情報を収集することのみを目的として、
事業を行う一定の場所を保有すること。

⑤　企業のために上記①から④までの活動以外
の活動を行うことのみを目的として、事業を
行う一定の場所を保有すること。ただし、そ
の活動が準備的又は補助的な性格のものであ
る場合に限ります。

⑥　上記①から⑤までの活動を組み合わせた活
動を行うことのみを目的として、事業を行う
一定の場所を保有すること。ただし、その一
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定の場所におけるこのような組合せによる活
動の全体が準備的又は補助的な性格のもので
ある場合に限ります。

⑹　事業活動の細分化への対抗（本条 6）
　本条 6 は、事業活動を複数の企業又は場所に
細分化し、本条 5 の適用を受けることによって、
恒久的施設の認定を回避しようとする行為に対
抗するための措置です。
　具体的には、ある企業が使用し又は保有する

「事業を行う一定の場所」について、その企業
又はその企業と密接に関連する企業が、当該一
定の場所又は当該一定の場所が存在する締約国
内の他の場所において事業活動を行う場合にお
いて、次の①又は②に該当するときは、本条 5
の規定は適用されず、当該一定の場所は恒久的
施設に該当することを規定しています。
①　本条の規定に基づき、当該一定の場所又は

当該他の場所が、その企業又はその企業と密
接に関連する企業の恒久的施設を構成する場
合

②　その企業及びその企業と密接に関連する企
業が当該一定の場所において行う活動の組合
せ又はその企業若しくはその企業と密接に関
連する企業が当該一定の場所及び当該他の場
所において行う活動の組合せによる活動の全
体が、準備的又は補助的な性格のものでない
場合

　ただし、この規定が適用されるのは、これら
の企業がこれらの場所において行う事業活動が、
一体的な業務の一部として補完的な機能を果た
す場合に限ります。

⑺　従属代理人（本条 7）
　本条 7 は、企業が代理人を通じて行う活動に
ついて、本条 1 及び 2 に規定する事業を行う一
定の場所があるかどうかにかかわらず、恒久的
施設を有するものとされる場合を規定していま
す。具体的には、ある企業の代理人（本条 8 に

規定する独立の代理人を除きます。）が、一方
の締約国内において当該企業に代わって行動す
るに当たって、反復して契約を締結し、又は当
該企業によって重要な修正が行われることなく
日常的に締結される契約の締結のために反復し
て主要な役割を果たす場合において、これらの
契約が次の①から③までのいずれかに該当する
ときは、当該企業は、その代理人が当該企業の
ために行う全ての活動について、代理人が活動
を行う当該一方の締約国内に恒久的施設を有す
るものとされます。
①　当該企業の名において締結される契約
②　当該企業が所有し、又は使用の権利を有す

る財産について、所有権を移転し、又は使用
の権利を与えるための契約

③　当該企業による役務の提供のための契約
　ただし、代理人の活動が、本条 5 （恒久的施
設を有するとはされない準備的又は補助的な性
格の活動）に規定する活動であって、事業を行
う一定の場所（本条 6 （事業活動の細分化への
対抗）の規定が適用されることとなるものを除
きます。）を通じて行われたとしても本条 5 の
規定により当該一定の場所が恒久的施設とはさ
れないこととなるもののみである場合には、恒
久的施設を有するものとはされません。

⑻　独立の代理人（本条 8）
　本条 8 は、一方の締約国内において他方の締
約国の企業に代わって行動する代理人が、当該
一方の締約国内において独立の代理人として事
業を行い、かつ、当該企業のために通常の方法
で当該事業を行う場合には、本条 7 の規定は適
用されず、当該企業は、当該一方の締約国内に
恒久的施設を有するものとはされないことを規
定しています。ただし、その代理人は、専ら又
は主として一又は二以上の自己と密接に関連す
る企業に代わって行動する場合には、そのよう
な企業との関係において、独立の代理人には該
当しないこととされています。
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⑼　法人間に支配関係がある場合の取扱い（本条
9）
　本条 9 は、法人間に支配関係があるという事
実のみによっては、いずれの一方の法人も他方
の法人の恒久的施設とはされないことを規定し
ています。法人間の支配関係とは、一方の締約
国の居住者である法人が、他方の締約国の居住
者である法人若しくは他方の締約国内において
事業（恒久的施設を通じて行われるものである
かどうかを問いません。）を行う法人を支配し、
又は逆にそのような法人に支配されていること
をいいます。

⑽　ある者又は企業とある企業とが密接に関連す
るものとされる場合（本条10）
　本条10は、本条 6 （事業活動の細分化への対
抗）及び 8 （独立の代理人）において、ある者
又は企業とある企業とが「密接に関連する」も

のとされる場合を規定しています。具体的には、
全ての関連する事実及び状況に基づいて、一方
が他方を支配している場合（親子関係にある場
合）又は両者が同一の者若しくは企業によって
支配されている場合（兄弟関係にある場合）に
は、ある者又は企業とある企業とは密接に関連
するものとされます。
　また、いかなる場合にも、ある者又は企業と
ある企業とは、一方が他方の受益に関する持分
の50％超を直接若しくは間接に所有する場合又
は他の者若しくは企業がその者及びその企業の
若しくはその二の企業の受益に関する持分の50
％超を直接若しくは間接に所有する場合には、
密接に関連するものとされます。この判定を法
人について行う場合には、当該法人の株式の議
決権及び価値の50％超又は資本に係る受益に関
する持分の50％超が直接又は間接に所有されて
いるかどうかで判定することとされています。

六　不動産所得（第 6 条）

1 　本条の趣旨

　本条は、不動産から取得する所得に対する課税
上の取扱いを規定しています。

2 　解説

⑴　不動産から取得する所得の取扱い（本条 1）
　本条 1 は、一方の締約国の居住者が他方の締
約国内に存在する不動産から取得する所得（農
業又は林業から生ずる所得を含みます。）に対
しては、不動産が存在する当該他方の締約国に
おいて課税することができることを規定してい
ます。

⑵　「不動産」の定義（本条 2）
　本条 2 は、「不動産」の定義を規定していま
す。条約上、「不動産」とは、その財産が存在
する締約国の法令における不動産の意義を有す

るものとされます。その上で、いかなる場合に
も、次のものは「不動産」に含まれますが、船
舶及び航空機は「不動産」とはみなさないこと
とされています。
①　不動産に附属する財産
②　農業又は林業に用いられる家畜類及び設備
③　不動産に関する一般法の規定の適用がある

権利
④　不動産用益権
⑤　鉱石、水その他の天然資源の採取又は採取

の権利の対価として料金（変動制であるか固
定制であるかを問いません。）を受領する権
利

⑶　本条 1が適用される所得（本条 3）
　本条 3 は、本条 1 が、不動産の直接使用、賃
貸その他の全ての形式による使用から生ずる所
得について適用されることを規定しています。
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⑷　企業の不動産から生ずる所得の取扱い（本条
4）
　本条 4 は、本条 1 及び 3 が企業の不動産から

生ずる所得についても適用されることを規定し
ています。

七　事業利得（第 7 条）

1 　本条の趣旨

　本条は、企業が事業活動によって取得する利得
に対する課税上の取扱いを規定しています。

2 　解説

⑴　「恒久的施設なければ課税なし」の原則及び
「帰属主義」の原則（本条 1）
　本条 1 は、企業が事業活動によって取得する
利得に対する課税に関して、二つの原則を規定
しています。
　一つは、いわゆる「恒久的施設なければ課税
なし」の原則で、一方の締約国の企業の利得に
対しては、その企業が他方の締約国内に存在す
る恒久的施設を通じて当該他方の締約国内にお
いて事業を行わない限り、企業の居住地国であ
る当該一方の締約国においてのみ課税すること
ができるとされています。
　もう一つは、いわゆる「帰属主義」の原則で、
一方の締約国の企業が他方の締約国内に存在す
る恒久的施設を通じて当該他方の締約国内にお
いて事業を行う場合には、その企業の利得のう
ちその恒久的施設に帰せられる部分に対しての
み、恒久的施設が存在する当該他方の締約国に
おいて課税することができるとされています。

⑵　恒久的施設に帰せられる利得の計算（本条
2）
　本条 2 は、企業の一部である恒久的施設を同
一又は類似の条件で同一又は類似の活動を行う
別個の分離した企業であると仮定した上で、独
立した企業間における条件で取引を行うとした
ならば当該恒久的施設が取得したとみられる利
得が恒久的施設に帰せられるものとすることを

規定しています。

⑶　費用の控除（本条 3）
　本条 3 は、恒久的施設に帰せられる利得を算
定するに当たり、その恒久的施設のために生ず
る費用（経営費及び一般管理費を含みます。）
を控除することが認められることを規定してい
ます。
　なお、恒久的施設のために生ずる費用であれ
ば、その恒久的施設が存在する締約国内におい
て生ずるものか他の場所において生ずるものか
は問わないこととされています。

⑷　単純購入非課税（本条 4）
　本条 4 は、いわゆる単純購入非課税の原則を
規定しています。恒久的施設が企業のために物
品又は商品の単なる購入を行った場合に、その
ことのみを理由としては、いかなる利得も、恒
久的施設に帰せられることはないことを規定し
ています。

⑸　利得の決定方法の継続適用（本条 5）
　本条 5 は、本条 1 から 4 までの規定の適用上、
恒久的施設に帰せられる利得は、毎年同一の方
法によって算定されなければならないことを規
定しています。ただし、別の方法を用いること
について正当な理由がある場合には、変更が認
められることとされています。

⑹　本条と他の条との関係（本条 6）
　本条 6 は、配当や利子等、他の条で別個に取
り扱われている種類の所得が企業の利得に含ま
れる場合には、他の条の規定が優先的に適用さ
れることを規定しています。もっとも、第10条
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6 （配当）、第11条 5 （利子）、第12条 4 （使用
料）及び第21条 2 （その他の所得）は、一方の
締約国の居住者である所得の受益者が他方の締
約国内において当該他方の締約国内に存在する

恒久的施設を通じて事業を行う場合において、
これらの所得の支払の基因となった資産が当該
恒久的施設と実質的な関連を有する場合には、
本条が適用されることを規定しています。

八　国際海上運送及び国際航空運送（第 8 条）

1 　本条の趣旨

　本条は、船舶又は航空機を国際運輸に運用する
ことによって取得する利得（以下「国際運輸業利
得」といいます。）に対する課税上の取扱いを規
定しています。

2 　解説

⑴　国際運輸業利得の取扱い（本条 1）
　本条 1 ⒜は、一方の締約国の企業が船舶を国
際運輸に運用することによって取得する利得に
対しては、当該船舶が他方の締約国において又
は他方の締約国によって登録されていない限り、
企業の居住地国である当該一方の締約国におい
てのみ課税することができることを規定してい
ます。一方の締約国の企業が国際運輸に運用す
る船舶が他方の締約国において又は他方の締約
国によって登録されている場合には、当該船舶
を国際運輸に運用することによって取得する利
得に対しては、船舶が登録されている当該他方
の締約国において課税することができることと
されています。
　また、本条 1 ⒝は、一方の締約国の企業が航

空機を国際運輸に運用することによって取得す
る利得に対しては、企業の居住地国である当該
一方の締約国においてのみ課税することができ
ることを規定しています。

⑵　事業税の免除（本条 2）
　本条 2 は、船舶又は航空機を国際運輸に運用
することについて、ギリシャの企業であれば我
が国の事業税を、我が国の企業であればギリシ
ャにおいて課される我が国の事業税に類似する
租税を、免除されることを規定しています。た
だし、船舶を国際運輸に運用する一方の締約国
の企業に対する本条 2 に定める租税の免除は、
他方の締約国において又は他方の締約国によっ
て登録されている船舶を運用することについて
は、適用されません。

⑶　共同事業に係る国際運輸業利得の取扱い（本
条 3）
　本条 3 は、企業が共同計算、共同経営又は国
際経営共同体に参加していることによって取得
する国際運輸業利得についても、本条 1 及び 2
の規定が適用されることを規定しています。

九　関連企業（第 9 条）

1 　本条の趣旨

　関連企業間の取引においては、独立した企業間
で用いられる取引価格（以下「独立企業間価格」
といいます。）とは異なる取引価格を用いること
によって、所得が関連企業間で移転されることが

あります。
　本条は、関連企業間の取引価格を独立企業間価
格に引き直してそれぞれの企業の利得を計算する
という独立企業原則に基づく課税（いわゆる移転
価格税制）に関するルールを定めています。
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2 　解説

⑴　独立企業間価格に基づく課税のルール（本条
1）
　本条 1 は、親子関係や兄弟関係にある関連企
業間において、独立した企業間に設けられる取
引条件とは異なる取引条件が設定されており、
これにより一方の企業の利得が減少していると
認められる場合には、当該企業の利得を、独立
した企業間の取引であれば得られたであろう利
得に引き直して課税することができることを規
定しています。
　なお、企業間の関係が次の①又は②に該当す
る場合には、その関係にある企業は関連企業と
されます。
①　一方の締約国の企業が他方の締約国の企業

の経営、支配又は資本に直接又は間接に参加
している場合（親子関係にある場合）

②　同一の者が一方の締約国の企業及び他方の
締約国の企業の経営、支配又は資本に直接又

は間接に参加している場合（兄弟関係にある
場合）

⑵　対応的調整（本条 2）
　それぞれの締約国に所在する関連企業の間の
取引について、一方の締約国が当該一方の締約
国の企業の利得を更正して課税した場合、更正
された部分の利得は、その取引の相手方である
他方の締約国の企業の利得にも含まれて既に課
税されていることから、双方の締約国が同一の
利得に対して課税することとなり、二重課税の
状態が生ずることになります。本条 2 は、この
ような二重課税を除去するため、当該一方の締
約国による課税が独立企業原則に基づくもので
ある場合には、当該他方の締約国が、その利得
に対して当該他方の締約国において課された租
税の額について適当な調整（対応的調整）を行
うことを規定しています。また、この調整に当
たり、両締約国の権限のある当局は、必要があ
るときは、相互に協議することとされています。

十　配当（第10条）

1 　本条の趣旨

　本条は、配当に対する源泉地国における限度税
率等、配当に対する課税上の取扱いを規定してい
ます。

2 　解説

⑴　居住地国の課税（本条 1）
　本条 1 は、一方の締約国の居住者である法人
が他方の締約国の居住者に支払う配当に対して
は、配当を受け取る者の居住地国である当該他
方の締約国において課税することができること
を規定しています。

⑵　源泉地国の課税（本条 2）
　本条 2 は、配当を支払う法人が居住者とされ
る一方の締約国（源泉地国）においても配当に

対して課税することができることを規定すると
ともに、その配当の受益者が他方の締約国の居
住者である場合に源泉地国において課税するこ
とができる税率の上限（限度税率）を、次のと
おり規定しています。
①　配当の受益者が、配当の支払を受ける者が

特定される日（いわゆる基準日）を含む 6 か
月の期間を通じ、配当を支払う法人の持分

（日本法人が支払う場合には議決権、ギリシ
ャ法人が支払う場合には資本又は議決権）の
10％以上を直接又は間接に所有する法人であ
る場合には、その配当の額の 5 ％（本条 2
⒜）。なお、 6 か月の期間の計算に当たり、
配当の受益者である法人又は配当を支払う法
人の合併、分割その他の組織再編成の直接の
結果として行われる所有の変更は、考慮しな
いこととされています。
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②　その他の全ての場合には、その配当の額の
10％（本条 2 ⒝）

⑶　配当を控除することができる法人が支払う配
当の取扱い（本条 3）
　本条 3 は、一方の締約国（源泉地国）の居住
者である法人の支払う配当が当該一方の締約国
における当該法人の課税所得の計算上控除され
る場合には、当該配当に対しては、本条 2 に規
定する限度税率を適用せず、源泉地国の法令に
従って課税することができることを規定してい
ます。ただし、その配当の受益者が他方の締約
国の居住者である場合には、10％の限度税率が
適用されます。

⑷　配当を支払う法人の利得に対する課税（本条
4）
　本条 4 は、本条 2 及び 3 の規定が、配当を支
払う法人のその配当に充てられる利得に対する
課税に影響を及ぼすものではないことを規定し
ています。

⑸　「配当」の定義（本条 5）
　本条 5 は、本条において用いられる「配当」
の定義を規定しています。「配当」とは、株式
その他利得の分配を受ける権利（信用に係る債
権を除きます。）から生ずる所得及び他の権利

から生ずる所得であって分配を行う法人の居住
地国の法令上租税に関し株式から生ずる所得と
同様に取り扱われるものをいいます。

⑹　恒久的施設に実質的に関連する配当の取扱い
（本条 6）
　本条 6 は、配当の受益者が源泉地国内に存在
する恒久的施設を通じて事業を行う場合におい
て、当該配当の支払の基因となった株式その他
の持分が当該恒久的施設と実質的な関連を有す
るものであるときは、本条 1 から 3 までの規定
は適用されず、第 7 条（事業利得）の規定が適
用されることを規定しています。

⑺　追いかけ課税の禁止（本条 7）
　本条 7 は、一方の締約国の居住者である法人
が支払う配当及び当該法人の留保所得について
は、これらの配当及び留保所得の原資が他方の
締約国内において生ずる利得又は所得であって
も、当該他方の締約国は、これらの配当又は留
保所得に対して課税することができないことを
規定しています。ただし、配当が当該他方の締
約国の居住者に支払われる場合及び配当の支払
の基因となった株式その他の持分が当該他方の
締約国内に存在する恒久的施設と実質的な関連
を有するものである場合には、この規定は適用
されません。

十一　利子（第11条）

1 　本条の趣旨

　本条は、利子に対する源泉地国における限度税
率や免税等、利子に対する課税上の取扱いを規定
しています。

2 　解説

⑴　居住地国の課税（本条 1）
　本条 1 は、一方の締約国内において生じ、他
方の締約国の居住者に支払われる利子に対して

は、利子を受け取る者の居住地国である当該他
方の締約国において課税することができること
を規定しています。

⑵　源泉地国の課税（本条 2及び 3）
　本条 2 は、利子が生じたとされる一方の締約
国（源泉地国）においても利子に対して課税す
ることができることを規定するとともに、その
利子の受益者が他方の締約国の居住者である場
合に源泉地国において課税することができる税
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率の上限（限度税率）を、10％と規定していま
す。
　さらに、本条 3 は、次の①又は②に該当する
場合については、利子の受益者の居住地国であ
る当該他方の締約国においてのみ課税すること
ができる（利子の源泉地国においては免税とな
る）ことを規定しています。
①　利子の受益者が、次に掲げる者である場合

⒤　当該他方の締約国
ⅱ　当該他方の締約国の地方政府又は地方公

共団体
ⅲ　当該他方の締約国の中央銀行
ⅳ　⒤又はⅱに掲げる者によって全面的に所

有される機関
②　利子の受益者が当該他方の締約国の居住者

であり、かつ、当該利子が上記①⒤からⅳま
でに掲げる者によって保証された債権、これ
らによって保険の引受けが行われた債権又は
これらによって行われた間接融資に係る債権
に関して支払われる場合

⑶　「利子」の定義（本条 4）
　本条 4 は、本条において用いられる「利子」
の定義を規定しています。「利子」とは、全て
の種類の信用に係る債権（担保の有無及び債務
者の利得の分配を受ける権利の有無を問いませ
ん。）から生ずる所得、特に、公債、債券又は
社債から生ずる所得（公債、債券又は社債の割
増金及び賞金を含みます。）及び他の所得であ
って源泉地国の法令上租税に関し貸付金から生
ずる所得と同様に取り扱われるものをいいます。
ただし、第10条（配当）に規定する「配当」に
該当する所得は、本条の適用上「利子」には該
当しないこととされています。

⑷　恒久的施設に実質的に関連する利子の取扱い
（本条 5）
　本条 5 は、利子の受益者が源泉地国内に存在

する恒久的施設を通じて事業を行う場合におい
て、当該利子の支払の基因となった債権が当該
恒久的施設と実質的な関連を有するものである
ときは、本条 1 から 3 までの規定は適用されず、
第 7 条（事業利得）の規定が適用されることを
規定しています。

⑸　利子の源泉地の定め（本条 6）
　本条 6 は、利子が生じたとされる場所（源泉
地）を定めています。具体的には、利子の支払
者が一方の締約国の居住者である場合には、当
該利子は当該一方の締約国内において生じたも
のとされます。ただし、利子の支払者（いずれ
かの締約国の居住者であるか否かを問いませ
ん。）が一方の締約国内に恒久的施設を有する
場合において、当該利子の支払の基因となった
債務が当該恒久的施設について生じ、かつ、当
該利子が当該恒久的施設によって負担されるも
のであるときは、当該利子は恒久的施設が存在
する当該一方の締約国内において生じたものと
されます。

⑹　独立企業間価格を超過する利子の取扱い（本
条 7）
　本条 7 は、利子の支払の基因となった債権に
ついて考慮した場合において、関連者間におい
て独立した企業間の取引条件と異なる取引条件
に基づいて利子が支払われたときは、独立企業
間価格を超過する部分の利子に対しては、本条
に基づく源泉地国課税の制限は適用されず、条
約の他の規定を考慮した上で、各締約国の法令
に従って課税することができることを規定して
います。
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十二　使用料（第12条）

1 　本条の趣旨

　本条は、使用料に対する源泉地国における限度
税率等、使用料に対する課税上の取扱いを規定し
ています。

2 　解説

⑴　居住地国の課税（本条 1）
　本条 1 は、一方の締約国内において生じ、他
方の締約国の居住者に支払われる使用料に対し
ては、使用料を受け取る者の居住地国である当
該他方の締約国において課税することができる
ことを規定しています。

⑵　源泉地国の課税（本条 2）
　本条 2 は、使用料が生じたとされる一方の締
約国（源泉地国）においても使用料に対して課
税することができることを規定するとともに、
その使用料の受益者が他方の締約国の居住者で
ある場合に源泉地国において課税することがで
きる税率の上限（限度税率）を、 5 ％と規定し
ています。

⑶　「使用料」の定義（本条 3）
　本条 3 は、本条において用いられる「使用
料」の定義を規定しています。「使用料」とは、
次に掲げるものの対価として受領される全ての
種類の支払金をいいます。
①　文学上、芸術上又は学術上の著作物（映画

フィルムを含みます。）の著作権の使用又は
使用の権利

②　特許権、商標権、意匠、模型、図面、秘密
方式又は秘密工程の使用又は使用の権利

③　産業上、商業上又は学術上の設備の使用又
は使用の権利

④　産業上、商業上又は学術上の経験に関する
情報

⑷　恒久的施設に実質的に関連する使用料の取扱
い（本条 4）
　本条 4 は、使用料の受益者が源泉地国内に存
在する恒久的施設を通じて事業を行う場合にお
いて、当該使用料の支払の基因となった権利又
は財産が当該恒久的施設と実質的な関連を有す
るときは、本条 1 及び 2 の規定は適用されず、
第 7 条（事業利得）の規定が適用されることを
規定しています。

⑸　使用料の源泉地の定め（本条 5）
　本条 5 は、使用料が生じたとされる場所（源
泉地）を定めています。具体的には、使用料の
支払者が一方の締約国の居住者である場合には、
当該使用料は当該一方の締約国内において生じ
たものとされます。ただし、使用料の支払者

（いずれかの締約国の居住者であるか否かを問
いません。）が一方の締約国内に恒久的施設を
有する場合において、当該使用料を支払う債務
が当該恒久的施設について生じ、かつ、当該使
用料が当該恒久的施設によって負担されるもの
であるときは、当該使用料は恒久的施設が存在
する当該一方の締約国内において生じたものと
されます。

⑹　独立企業間価格を超過する使用料の取扱い
（本条 6）
　本条 6 は、使用料の支払の基因となった使用、
権利又は情報について考慮した場合において、
関連者間において独立した企業間の取引条件と
異なる取引条件に基づいて使用料が支払われた
ときは、独立企業間価格を超過する部分の使用
料に対しては、本条に基づく源泉地国課税の制
限は適用されず、条約の他の規定を考慮した上
で、各締約国の法令に従って課税することがで
きることを規定しています。
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十三　譲渡収益（第13条）

1 　本条の趣旨

　本条は、財産の譲渡によって取得する収益に対
する課税上の取扱いを規定しています。

2 　解説

⑴　不動産の譲渡（本条 1）
　本条 1 は、一方の締約国の居住者が第 6 条

（不動産所得）に規定する不動産であって他方
の締約国内に存在するものの譲渡によって取得
する収益に対しては、不動産が存在する当該他
方の締約国において課税することができること
を規定しています。

⑵　恒久的施設の事業用資産を構成する財産の譲
渡（本条 2）
　本条 2 は、一方の締約国の企業が他方の締約
国内に有する恒久的施設の事業用資産を構成す
る財産（第 6 条（不動産所得）に規定する不動
産を除きます。）の譲渡から生ずる収益（当該
恒久的施設の譲渡又は企業全体の譲渡の一部と
しての当該恒久的施設の譲渡から生ずる収益を
含みます。）に対しては、恒久的施設が存在す
る当該他方の締約国において課税することがで
きることを規定しています。

⑶　国際運輸に運用される船舶又は航空機等の譲
渡（本条 3）
　本条 3 ⒜は、船舶を国際運輸に運用する一方
の締約国の企業が当該船舶の譲渡又は当該船舶
の運用に係る財産（第 6 条（不動産所得）に規
定する不動産を除きます。）の譲渡によって取
得する収益に対しては、当該船舶が他方の締約
国において又は他方の締約国によって登録され
ていない限り、企業の居住地国である当該一方
の締約国においてのみ課税することができるこ
とを規定しています。一方の締約国の企業が国

際運輸に運用する船舶が他方の締約国において
又は他方の締約国によって登録されている場合
には、当該船舶の譲渡又は当該船舶の運用に係
る財産（第 6 条（不動産所得）に規定する不動
産を除きます。）の譲渡によって取得する収益
に対しては、船舶が登録されている当該他方の
締約国において課税することができることとさ
れています。
　また、本条 3 ⒝は、航空機を国際運輸に運用
する一方の締約国の企業が当該航空機の譲渡又
は当該航空機の運用に係る財産（第 6 条（不動
産所得）に規定する不動産を除きます。）の譲
渡によって取得する収益に対しては、企業の居
住地国である当該一方の締約国においてのみ課
税することができることを規定しています。

⑷　不動産化体株式の譲渡（本条 4）
　本条 1 では、不動産の譲渡によって取得する
収益に対しては不動産の存在する締約国におい
て課税することができることを規定しています
が、例えば、不動産を法人に保有させ、その法
人の株式を譲渡することにより、実質的には不
動産の譲渡をしながら本条 1 の適用を免れるこ
とが可能となります。そこで、本条 4 は、本条
1 の潜脱を防止する観点から、その価値の一定
割合以上が不動産によって構成される法人の株
式（いわゆる不動産化体株式）の譲渡によって
取得される収益に対して、不動産が存在する締
約国において課税することができることを規定
しています。
　具体的には、一方の締約国の居住者が法人の
株式又は同等の持分（組合又は信託財産の持分
を含みます。）の譲渡によって取得する収益に
対しては、当該株式又は同等の持分の価値の50
％以上が、当該譲渡に先立つ365日の期間のい
ずれかの時点において、他方の締約国内に存在
する不動産（第 6 条（不動産所得）に規定する
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不動産をいいます。）によって直接又は間接に
構成される場合には、不動産が存在する当該他
方の締約国において課税することができること
とされています。
　ただし、当該株式又は同等の持分が公認の有
価証券市場において取引される場合において、
当該一方の締約国の居住者及びその特殊関係者
が所有する当該株式又は同等の持分の数の合計
がその種類の株式又は同等の持分の総数の 5 ％
以下であるときは、本条 1 の潜脱のリスクが低
いと考えられることから、この規定は適用しな
いこととされています。

（注）　議定書 2 は、「公認の有価証券市場」とは、

次の有価証券市場をいうことを規定していま

す。

①�　いずれかの締約国の法令に基づいて設立

され、かつ、規制される有価証券市場

②�　両締約国の権限のある当局が合意するそ

の他の有価証券市場

⑸　その他の財産の譲渡（本条 5）
　本条 5 は、本条 1 から 4 までに規定する財産
以外の財産の譲渡から生ずる収益に対しては、
譲渡者の居住地国においてのみ課税することが
できることを規定しています。

十四　給与所得（第14条）

1 　本条の趣旨

　本条は、給与所得に対する課税上の取扱いを規
定しています。

2 　解説

⑴　給与所得の取扱い（本条 1）
　本条 1 は、一方の締約国の居住者がその勤務
について取得する給料、賃金その他これらに類
する報酬（十四において「報酬」といいます。）
に対しては、勤務が他方の締約国内において行
われない限り、報酬を取得する者の居住地国で
ある当該一方の締約国においてのみ課税するこ
とができることを規定するとともに、勤務が他
方の締約国内において行われる場合には、勤務
が行われる当該他方の締約国においても課税す
ることができることを規定しています。ただし、
報酬が第15条（役員報酬）、第17条（退職年
金）又は第18条（政府職員）の各条に規定する
所得に該当する場合には、これらの規定が適用
されることとされています。

⑵　短期滞在者免税（本条 2）
　本条 2 は、本条 1 の例外的取扱いを規定して

います。すなわち、次の①から③までの要件を
全て満たす場合には、一方の締約国の居住者が
他方の締約国内において行う勤務について取得
する報酬に対しては、本条 1 の規定にかかわら
ず、報酬を取得する者の居住地国である当該一
方の締約国においてのみ課税することができる

（勤務が行われる当該他方の締約国においては
免税となる）ことを規定しています。
①　報酬の受領者が当該他方の締約国内に滞在

する期間が、その課税年度において開始し、
又は終了するいずれの12か月の期間において
も、合計183日以内であること。

②　報酬が、当該他方の締約国の居住者でない
雇用者又はこれに代わる者から支払われるも
のであること。

③　報酬が、当該他方の締約国内に雇用者が有
する恒久的施設によって負担されるものでな
いこと。

⑶　国際運輸に運用される船舶内又は航空機内の
勤務に係る報酬（本条 3）
　本条 3 は、国際運輸に運用される船舶内又は
航空機内の勤務に係る報酬に関し、特別な取扱
いを規定しています。具体的には、一方の締約

─ 774 ─

――租税条約の締結――



国の居住者が、船舶又は航空機の通常の乗組員
の一員として、国際運輸に運用される船舶内又
は航空機内において行う勤務（他方の締約国内
においてのみ運用される船舶内又は航空機内に
おいて行う勤務を除きます。）について取得す

る報酬に対しては、本条 1 及び 2 の規定にかか
わらず、乗組員の居住地国である当該一方の締
約国においてのみ課税することができることを
規定しています。

十五　役員報酬（第15条）

1 　本条の趣旨

　本条は、役員報酬に対する課税上の取扱いを規
定しています。

2 　解説

　本条は、一方の締約国の居住者が他方の締約国

の居住者である法人の取締役会又はこれに類する
機関の構成員の資格で取得する役員報酬その他こ
れに類する支払金に対しては、法人の居住地国で
ある当該他方の締約国において課税することがで
きることを規定しています。

十六　芸能人及び運動家（第16条）

1 　本条の趣旨

　本条は、芸能人又は運動家としての個人的活動
に関する所得に対する課税上の取扱いを規定して
います。

2 　解説

⑴　芸能人等が取得する所得の取扱い（本条 1）
　本条 1 は、一方の締約国の居住者が、他方の
締約国内において、演劇、映画、ラジオ若しく
はテレビジョンの俳優、音楽家その他の芸能人
又は運動家（以下「芸能人等」といいます。）
として行う個人的活動（以下「芸能活動等」と

いいます。）によって取得する所得に対しては、
第14条（給与所得）の規定にかかわらず、芸能
活動等が行われる当該他方の締約国において課
税することができることを規定しています。

⑵　芸能法人等が取得する所得の取扱い（本条
2）
　本条 2 は、芸能人等の芸能活動等に関する所
得が芸能人等以外の者（いわゆる芸能法人等）
に帰属する場合には、当該所得に対しては、第
14条（給与所得）の規定にかかわらず、芸能人
等の芸能活動等が行われる締約国において課税
することができることを規定しています。

十七　退職年金（第17条）

1 　本条の趣旨

　本条は、退職年金に対する課税上の取扱いを規
定しています。

2 　解説

　本条は、一方の締約国の居住者が受益者である
退職年金その他これに類する報酬に対しては、受
益者の居住地国である当該一方の締約国において
のみ課税することができることを規定しています。
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ただし、第18条 2 （政府等から支払われる退職年
金の取扱い）が適用される場合には、本条の適用

はありません。

十八　政府職員（第18条）

1 　本条の趣旨

　本条は、政府等に対して提供される役務につい
て政府等から支払われる給与所得及び退職年金に
対する課税上の取扱いを規定しています。

2 　解説

⑴　政府等から支払われる給与所得の取扱い（本
条 1）
　本条 1 ⒜は、一方の締約国又は一方の締約国
の地方政府若しくは地方公共団体（十八におい
て「政府等」といいます。）に対して提供され
る役務について、政府等から個人に対して支払
われる給料、賃金その他これらに類する報酬

（十八において「報酬」といいます。）に対して
は、政府等が所在する当該一方の締約国におい
てのみ課税することができることを規定してい
ます。
　他方で、本条 1 ⒝は、当該役務が他方の締約
国内で提供される場合において、当該個人が次
の①又は②に該当する当該他方の締約国の居住
者であるときは、その報酬に対しては、役務が
提供される当該他方の締約国においてのみ課税
することができることを規定しています。
①　当該他方の締約国の国民
②　専ら当該役務を提供するため当該他方の締

約国の居住者となった者でないもの

⑵　政府等から支払われる退職年金の取扱い（本
条 2）
　本条 2 ⒜は、本条 1 の規定にかかわらず、一
方の締約国の政府等に対して提供される役務に
ついて、個人に対して、政府等から支払われ、
又は政府等が設立し、若しくは拠出した基金か
ら支払われる退職年金その他これに類する報酬

（十八において「退職年金」といいます。）に対
しては、政府等が所在する当該一方の締約国に
おいてのみ課税することができることを規定し
ています。
　他方で、本条 2 ⒝は、当該個人が他方の締約
国の居住者であり、かつ、当該他方の締約国の
国民である場合には、その退職年金に対しては、
個人の居住地国かつ国籍地国である当該他方の
締約国においてのみ課税することができること
を規定しています。

⑶　政府等の事業に関連して支払われる報酬の取
扱い（本条 3）
　本条 3 は、政府等の行う事業に関連して提供
される役務について支払われる報酬及び退職年
金については、第14条（給与所得）、第15条

（役員報酬）、第16条（芸能人及び運動家）又は
第17条（退職年金）の規定が適用されることを
規定しています。

十九　学生（第19条）

1 　本条の趣旨

　本条は、学生等が受け取る生計費等の給付に対
する課税上の取扱いを規定しています。

2 　解説

　本条は、専ら教育又は訓練を受けるため一方の
締約国内に滞在する学生又は事業修習者であって、
現に他方の締約国の居住者であるもの又はその滞
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在の直前に他方の締約国の居住者であったものが
その生計、教育又は訓練のために受け取る給付

（当該一方の締約国外から支払われるものに限り
ます。）に対しては、滞在地国である当該一方の

締約国において免税となることを規定しています。
ただし、事業修習者に対する免税については、滞
在地国内において最初に訓練を開始した日から 1
年を超えない期間についてのみ適用されます。

二十　匿名組合（第20条）

1 　本条の趣旨

　本条は、匿名組合契約等に基づいて行う出資に
ついて取得する所得に対する課税上の取扱いにつ
いて規定しています。

2 　解説

　本条は、条約の他の規定にかかわらず、一方の

締約国の居住者が匿名組合契約その他これに類す
る契約に基づいて行う出資について取得する所得
に対しては、当該所得が他方の締約国内において
生じ、かつ、当該他方の締約国における当該所得
の支払者の課税所得の計算上控除される場合には、
所得の源泉地国である当該他方の締約国において、
当該他方の締約国の法令に従って課税することが
できることを規定しています。

二十一　その他の所得（第21条）

1 　本条の趣旨

　本条は、条約の他の条に規定がない所得に対す
る課税上の取扱いを規定しています。

2 　解説

⑴　その他の所得の取扱い（本条 1）
　本条 1 は、一方の締約国の居住者が受益者で
ある所得（源泉地を問いません。）であって、
第 6 条（不動産所得）から第20条（匿名組合）
までに規定されている各種の所得に該当しない
もの（以下「その他の所得」といいます。）に
対しては、受益者の居住地国である当該一方の
締約国においてのみ課税することができること
を規定しています。

⑵　恒久的施設に実質的に関連するその他の所得
の取扱い（本条 2）
　本条 2 は、その他の所得（第 6 条 2 （「不動

産」の定義）に規定する不動産から生ずる所得
を除きます。）の受益者が源泉地国内に存在す
る恒久的施設を通じて事業を行う場合において、
当該所得の支払の基因となった権利又は財産が
当該恒久的施設と実質的な関連を有するもので
あるときは、本条 1 の規定は適用されず、第 7
条（事業利得）の規定が適用されることを規定
しています。

⑶　独立企業間価格を超過するその他の所得の取
扱い（本条 3）
　本条 3 は、関連者間において独立した企業間
の取引条件と異なる取引条件に基づいてその他
の所得が支払われた場合には、独立企業間価格
を超過する部分の所得に対して本条に基づく源
泉地国課税の制限は適用されず、条約の他の規
定を考慮した上で、各締約国の法令に従って課
税することができることを規定しています。
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二十二　二重課税の除去（第22条）

1 　本条の趣旨

　本条は、各締約国が自国の居住者に対して二重
課税を除去するための措置をとらなければならな
いことを規定しています。

2 　解説

⑴　ギリシャにおける二重課税の除去（本条 1）
　本条 1 ⒜は、ギリシャの居住者が条約の規定
に従って我が国において課税することができる
所得を取得する場合には、ギリシャは、我が国
において納付される我が国の租税の額を当該居
住者の所得に対するギリシャの租税の額から控
除することを規定しています。ただし、その控
除の額は、当該控除が行われる前に算定された
ギリシャの租税の額のうち、我が国において課
税することができる所得に対応する部分を超え
ないものとされています。

　また、本条 1 ⒝は、ギリシャの居住者が取得
する所得について条約の規定に従ってギリシャ
において租税が免除される場合においても、ギ
リシャは、当該居住者の残余の所得に対する租
税の額の算定に当たっては、その免除された所
得を考慮に入れることができるとされています。

⑵　我が国における二重課税の除去（本条 2）
　本条 2 は、我が国の居住者が条約の規定に従
ってギリシャにおいて課税することができる所
得をギリシャ内において取得する場合には、当
該所得について納付されるギリシャの租税の額
は、我が国の法令の規定に従って、当該居住者
に対して課される我が国の租税の額から控除す
ることを規定しています。ただし、その控除の
額は、我が国の租税の額のうち、当該所得に対
応する額を超えないものとされています。

二十三　無差別待遇（第23条）

1 　本条の趣旨

　本条は、各締約国が相手国の国民等に対して課
税上の差別的取扱いを行ってはならないことを規
定しています。

2 　解説

⑴　国民無差別（本条 1）
　本条 1 は、一方の締約国の国民は、他方の締
約国において、特に居住者であるか否かに関し
て同様の状況にある当該他方の締約国の国民に
課されていない租税又は課税上の要件を課され
ることはなく、また、そのような国民よりも重
い租税又は課税上の要件を課されることはない
ことを規定しています。なお、この規定は、第

1 条（対象となる者）の規定にかかわらず、い
ずれの締約国の居住者でもない者についても適
用されます。

⑵　恒久的施設無差別（本条 2）
　本条 2 は、一方の締約国の企業が他方の締約
国内に有する恒久的施設に対する租税は、当該
他方の締約国において、同様の活動を行う当該
他方の締約国の企業に対して課される租税より
も不利に課されることはないことを規定してい
ます。もっとも、この規定は、家族の状況や家
族を扶養するための負担を理由として自国の居
住者に認められる人的控除等を相手国の居住者
に認めることを義務付けるものと解してはなら
ないこととされています。
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⑶　支払先無差別（本条 3）
　本条 3 は、一方の締約国の企業が他方の締約
国の居住者に支払った利子、使用料その他の支
払金については、当該一方の締約国の企業の課
税利得の算定に当たり、当該一方の締約国の居
住者に支払われたとした場合における条件と同
様の条件で控除するものとすることを規定して
います。ただし、第 9 条 1 （関連企業）、第11
条 7 （利子）、第12条 6 （使用料）又は第21条
3 （その他の所得）に規定する独立企業原則に
基づく課税ルールが適用される場合には、この
規定は適用されません。

⑷　資本無差別（本条 4）
　本条 4 は、一方の締約国の企業であってその

資本の全部又は一部が他方の締約国の一又は二
以上の居住者によって直接又は間接に所有され、
又は支配されているものは、当該一方の締約国
において、当該一方の締約国の類似の他の企業
に課されていない租税又は課税上の要件を課さ
れることはなく、また、そのような企業よりも
重い租税又は課税上の要件を課されることはな
いことを規定しています。

⑸　本条が適用される租税（本条 5）
　本条 5 は、本条の規定が、第 2 条（対象とな
る租税）に規定する所得に対する租税に限定さ
れず、締約国又はその地方政府若しくは地方公
共団体が課する全ての種類の租税に適用される
ことを規定しています。

二十四　相互協議手続（第24条）

1 　本条の趣旨

　本条は、条約の規定に適合しない課税に係る事
案等を解決するための相互協議手続について規定
しています。

2 　解説

⑴　納税者の申立て（本条 1）
　本条 1 は、いずれか一方又は双方の締約国の
措置により条約の規定に適合しない課税を受け
たと認める者又は受けることとなると認める者
は、その事案につき、一方又は双方の締約国の
法令に定める救済手段（異議申立て、訴訟の提
起等）とは別に、いずれかの締約国の権限のあ
る当局に対して申立てをすることができること
を規定しています。ただし、その申立ては、そ
の課税措置の最初の通知の日から 3 年以内にし
なければならないこととされています。

⑵　相互協議及び合意の実施（本条 2）
　本条 2 は、本条 1 に規定する申立てを受けた
権限のある当局は、その申立てを正当と認める

が、自ら満足すべき解決を与えることができな
い場合には、他方の締約国の権限のある当局と
の合意によってその事案を解決するよう努めな
ければならないことを規定するとともに、両締
約国の権限のある当局間で成立した合意は、両
締約国の法令上のいかなる期間制限にもかかわ
らず実施されなければならないことを規定して
います。

⑶　条約の解釈又は適用に関する相互協議（本条
3）
　本条 3 は、両締約国の権限のある当局は、条
約の解釈又は適用に関して生ずる困難又は疑義
についても合意によって解決するよう努めなけ
ればならないことを規定しています。また、両
締約国の権限のある当局は、条約に定めのない
場合における二重課税を除去するため、相互に
協議することができることを規定しています。

⑷　権限のある当局の直接連絡（本条 4）
　本条 4 は、本条 2 及び 3 の合意に達するため、
両締約国の権限のある当局は、直接相互に連絡
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すること（両締約国の権限のある当局又はその
代表者によって構成される合同委員会を通じて
連絡することを含みます。）ができることを規
定しています。

⑸　仲裁（本条 5）
　本条 5 は、条約の規定に適合しない課税を受
けたとして申し立てられた事案を、両締約国の
権限のある当局が一定の期間内に解決すること
ができない場合における第三者による仲裁につ
いて、以下のとおり規定しています。
①　本条 1 に従って申立てが行われた事案に対

処するために両締約国の権限のある当局が要
請した全ての情報が両締約国の権限のある当
局に提供された日から 3 年以内に、両締約国
の権限のある当局が事案を解決するための合
意に達することができない場合において、そ
の申立てを行った者が書面により仲裁を要請
するときは、その事案の未解決の事項は、仲
裁に付託されます。ただし、未解決の事項に
ついていずれかの締約国の裁判所又は行政審
判所が既に決定を行った場合には、その未解
決の事項は、仲裁に付託されません。

②　仲裁決定は、事案によって直接に影響を受
ける者が、仲裁決定を実施する両締約国の権
限のある当局の合意を受け入れない場合を除
き、両締約国を拘束し、両締約国の法令上の
いかなる期間制限にもかかわらず、実施され
なければなりません。

③　両締約国の権限のある当局は、仲裁手続の
実施方法を合意によって定めなければなりま
せん。

⑹　仲裁手続の細目（議定書 3）
　議定書 3 は、本条 5 に規定する仲裁手続の細
目について、以下のとおり規定しています。
①　仲裁付託期間の特例（議定書 3 ⒜）

イ　一又は二以上の同一の事項に関する事案
について裁判所又は行政審判所において手
続が係属中であることを理由として、相互

協議手続を停止した場合には、上記⑸①の
3 年の期間（以下「仲裁付託期間」といい
ます。）は、その事案に係る裁判所若しく
は行政審判所の手続が停止され、又はその
事案に係る訴訟若しくは審査請求が取り下
げられるまで、進行を停止します（議定書
3 ⒜⒤）。

ロ　事案の申立てをした者及び一方の締約国
の権限のある当局が、相互協議手続を停止
することについて合意した場合には、仲裁
付託期間は、その相互協議手続の停止が解
除されるまで、進行を停止します（議定書
3 ⒜ⅱ）。

ハ　事案によって直接に影響を受ける者が仲
裁付託期間の開始の後にいずれかの締約国
の権限のある当局によって要請された追加
の重要な情報を適時に提供しなかったこと
について両締約国の権限のある当局が合意
する場合には、仲裁付託期間は、要請され
た情報の提出の期限とされた日に開始し情
報が提供された日に終了する期間と等しい
期間延長します（議定書 3 ⒜ⅲ）。

②　仲裁人の任命（議定書 3 ⒝）
イ　仲裁人の任命については、次の規則を適

用します（議定書 3 ⒝⒤）。
イ　仲裁のための委員会は、国際租税に関

する事項について専門知識又は経験を有
する 3 人の個人である仲裁人によって構
成されます。

ロ　各締約国の権限のある当局は、 1 人の
仲裁人を任命し、任命された 2 人の仲裁
人は、仲裁のための委員会の長となる第
三の仲裁人を任命しなければなりません。
なお、仲裁のための委員会の長は、いず
れの締約国の国民又は居住者でもあって
はなりません。

ハ　仲裁人は、それぞれ、任命を受諾する
時において、両締約国の権限のある当局、
税務当局及び財務省並びに事案によって
直接に影響を受ける全ての者及びその顧
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問に対して公平でなければならず、かつ、
これらの者から独立していなければなり
ません。加えて、仲裁手続を通じて、そ
の公平性及び独立性を維持しなければな
らず、また、仲裁手続の後の妥当な期間
において、仲裁手続に関して仲裁人が公
平であり、かつ、独立しているという外
観を損なうおそれのある行為を行っては
なりません。

ロ　両締約国の権限のある当局は、仲裁人及
びその職員が、仲裁手続の実施に先立って、
第25条 2 （交換された情報の取扱い）及び
両締約国の関係法令に規定する秘密及び不
開示に関する義務に従って仲裁手続に関す
る情報を取り扱うことについて書面によっ
て合意することを確保しなければなりませ
ん（議定書 3 ⒝ⅱ）。

ハ　本条及び第25条（情報の交換）の規定並
びに情報の交換、秘密及び行政支援に関す
る両締約国の法令の適用上、仲裁人及びそ
の職員（仲裁人 1 人について 3 人までに限
ります。）並びに仲裁人の候補者は、情報

（候補者については、候補者が仲裁人の要
件を満たすことができることを確認するた
めに必要な範囲に限ります。）の開示を受
けることができる者又は当局とみなし、ま
た、仲裁のための委員会又は仲裁人の候補
者が受領する情報及び両締約国の権限のあ
る当局が仲裁のための委員会から受領する
情報は、第25条 1 （権限のある当局間の情
報交換）の規定に基づいて交換された情報
とみなします（議定書 3 ⒝ⅲ）。

③　仲裁決定の性質（議定書 3 ⒞）
イ　仲裁決定は、最終的なものとします（議

定書 3 ⒞⒤）。
ロ　仲裁決定は、いずれかの締約国の裁判所

による最終的な決定によってその仲裁決定
が無効とされる場合には、両締約国を拘束
しません（議定書 3 ⒞ⅱ）。この場合には、
本条 5 に規定する仲裁の要請は、行われな

かったものとし、仲裁手続（議定書 3 ⒝ⅱ
及びⅲ（仲裁人の任命）並びに⒡（費用分
担）の規定に係るものを除きます。）は、
行われなかったものとします。また、この
場合には、両締約国の権限のある当局が新
たな仲裁の要請は認められないことについ
て合意する場合を除き、新たな仲裁の要請
を行うことができます。

ハ　仲裁決定は、先例としての価値を有しま
せん（議定書 3 ⒞ⅲ）。

④　納税者による受入れ（議定書 3 ⒟）
イ　事案によって直接に影響を受ける者が、

仲裁決定を実施する両締約国の権限のある
当局の合意を受け入れない場合には、その
事案について、両締約国の権限のある当局
による更なる検討は、行われません（議定
書 3 ⒟⒤）。

ロ　事案によって直接に影響を受けるいずれ
かの者が、その事案に係る仲裁決定を実施
する両締約国の権限のある当局の合意につ
いての通知がその者に送付された日の後60
日以内に、裁判所若しくは行政審判所に対
し合意において解決された全ての事項に関
する訴訟若しくは審査請求を取り下げない
場合又は合意と整合的な方法によって係属
中の訴訟手続若しくは行政手続を終了させ
ない場合には、その合意は、受け入れられ
なかったものとします（議定書 3 ⒟ⅱ）。

⑤　仲裁手続の終了事由（議定書 3 ⒠）
　本条及び議定書 3 の規定の適用上、仲裁の
要請が行われてから仲裁のための委員会がそ
の決定を両締約国の権限のある当局に送付す
るまでの間に、次のイからハまでのいずれか
に該当する場合には仲裁手続は終了し、次の
イ又はロに該当する場合には相互協議手続も
終了します。
イ　両締約国の権限のある当局が、本条 2 の

規定に従いその事案を解決するための合意
に達する場合（議定書 3 ⒠⒤）

ロ　事案の申立てをした者が、仲裁の要請又
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は相互協議手続の申立てを撤回する場合
（議定書 3 ⒠ⅱ）

ハ　事案の未解決の事項についていずれかの
締約国の裁判所又は行政審判所が決定を行
う場合（議定書 3 ⒠ⅲ）

⑥　費用分担（議定書 3 ⒡）
　各締約国の権限のある当局は、自らの費用
及び自らが任命する仲裁人の費用を負担しな
ければなりません。両締約国の権限のある当
局が別段の合意をする場合を除き、仲裁のた
めの委員会の長の費用その他仲裁手続の実施
に関する費用は、両締約国の権限のある当局
が均等に負担しなければなりません。

⑦　仲裁の対象とならない事案（議定書 3 ⒢）
　本条 5 及び議定書 3 に規定する仲裁手続は、
次の事案については、適用されません。
イ　第 4 条 3 （双方居住者の振分けルール）

の規定に該当する事案（議定書 3 ⒢⒤）
ロ　ギリシャの租税手続法（2022年法律第

4987号）第38条に規定する一般的に濫用を
防止する規則（これらの規則を今後代替し、
改正し、又は改定するものを含みます。）
の適用に関する事案（議定書 3 ⒢ⅱ）

ハ　上記ロのギリシャの一般的に濫用を防止
する規則に実質的に類似する我が国の法令
の規定の適用に関する事案（議定書 3 ⒢
ⅲ）

ニ　一方の締約国の租税に関する法令の下に
おいて課税標準に含まれないこと又は免税
若しくは無税の対象となることを理由とし
て、当該一方の締約国において租税を課さ
れない所得に関する事案（議定書 3 ⒢ⅳ）

ホ　事案によって直接に影響を受ける者が、
いずれかの締約国の裁判所による最終的な
決定によって、租税に関する不正その他の
犯罪について有罪とされた行為に関する事
案（議定書 3 ⒢⒱）

二十五　情報の交換（第25条）

1 　本条の趣旨

　本条は、両締約国の権限のある当局が租税に関
する情報を交換することを規定しています。

2 　解説

⑴　権限のある当局間の情報交換（本条 1）
　本条 1 は、両締約国の権限のある当局が、条
約の規定の実施又は両締約国若しくは両締約国
の地方政府若しくは地方公共団体が課する全て
の種類の租税に関する両締約国の法令（その法
令に基づく課税が条約の規定に反しない場合に
限ります。）の運用若しくは執行に関連する情
報を交換することを規定しています。この情報
の交換は、第 1 条（対象となる者）及び第 2 条

（対象となる租税）の規定による制限を受けず、
両締約国の居住者でない者に関する情報や第 2
条（対象となる租税）に規定する租税以外の租

税に関する情報にも適用されます。

⑵　交換された情報の取扱い（本条 2）
　本条 2 は、本条 1 に基づいて一方の締約国が
受領した情報は、当該一方の締約国がその法令
に基づいて入手した情報と同様に秘密として取
り扱われなければならず、本条 1 に規定する租
税の賦課・徴収、当該租税に関する執行・訴追、
当該租税に関する不服申立てについての決定又
はこれらの監督に関与する者又は当局（裁判所
及び行政機関を含みます。）に対してのみ開示
されることを規定しています。また、これらの
者又は当局は、その情報をそのような目的のた
めにのみ使用し、公開の法廷における審理又は
司法上の決定において開示することができるこ
とを規定しています。
　もっとも、上記にかかわらず、受領した情報
は、両締約国の法令に基づいて上記の租税に関
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する目的以外の目的のために使用することがで
きる場合において、その情報を提供した締約国
の権限のある当局がそのような使用を許可する
ときは、他の目的のために使用することができ
ることとされています。

⑶　情報提供義務の制限（本条 3）
　本条 3 は、本条 1 及び 2 の規定は、いかなる
場合にも、情報を提供する一方の締約国に対し
て、次のことを行う義務を課するものと解して
はならないことを規定しています。
①　当該一方の締約国又は他方の締約国の法令

及び行政上の慣行に抵触する行政上の措置を
とること。

②　当該一方の締約国又は他方の締約国の法令
の下において又は行政の通常の運営において
入手することができない情報を提供すること。

③　営業上、事業上、産業上、商業上若しくは
職業上の秘密若しくは取引の過程を明らかに
することとなる情報又は公開することが公の
秩序に反することとなる情報を提供すること。

⑷　情報交換のための情報収集措置（本条 4）
　本条 4 は、各締約国は、本条の規定に従って
情報の提供の要請があった場合には、自国の課
税目的のために必要な情報であるか否かにかか
わらず、その情報を入手するために必要な手段
を用いなければならないことを規定しています。
また、その手段を用いるに当たっては、本条 3
に定める制限に従いますが、その制限は、その
情報が自国の課税目的のために必要でないこと
のみを理由として、各締約国がその情報の提供
を拒否することを認めるものと解してはならな
いこととされています。

⑸　情報提供拒否の制限（本条 5）
　本条 5 は、本条 3 の規定は、提供を要請され
た情報が、銀行その他の金融機関、名義人、代
理人若しくは受託者が有する情報又はある者の
所有に関する情報であることのみを理由として、
各締約国がその情報の提供を拒否することを認
めるものと解してはならないことを規定してい
ます。

二十六　租税の徴収における支援（第26条）

1 　本条の趣旨

　本条は、両締約国が租税の徴収を相互に支援す
ることを規定しています。

2 　解説

⑴　租税の徴収における支援（本条 1）
　本条 1 は、両締約国が、租税債権の徴収につ
いて相互に支援すること（徴収共助）を規定し
ています。この規定は、第 1 条（対象となる
者）及び第 2 条（対象となる租税）の規定の制
限を受けず、両締約国の居住者でない者に関す
る租税債権や第 2 条（対象となる租税）に規定
する租税以外の一定の租税に関する租税債権に
も適用されます。また、両締約国の権限のある
当局は、本条の規定の実施方法を合意によって

定めることができることとされています。

⑵　租税債権の範囲（本条 2）
　本条 2 は、本条の対象となる「租税債権」の
範囲を規定しています。「租税債権」とは、次
の①から④までに掲げる租税の額並びにその租
税の額に関する利子、行政上の金銭罰及び徴収
又は保全の費用をいいます。ただし、その課税
が条約又は両締約国が当事国となっている他の
取極の規定に反しない場合に限ります。
①　ギリシャにおいては、「自然人に対する所

得税」、「法人その他法律上の団体に対する所
得税」、「付加価値税」、「相続税」、「贈与税」、

「不動産の移転に対する租税」、「不動産に対
する租税」、「高価品に対する租税」、「物品及
びサービスに対する特別消費税」及び「自動
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車に対する道路税」
②　我が国においては、「所得税」、「法人税」、
「復興特別所得税」、「地方法人税」、「復興特
別法人税」、「消費税」、「地方消費税」、「相続
税」及び「贈与税」

③　その他の租税で両締約国の政府が外交上の
公文の交換によって随時合意するもの

④　上記①から③までに掲げる租税に加えて又
はこれらに代わって条約の署名の日の後に課
される租税であって、上記①から③までに掲
げる租税と同一であるもの又は実質的に類似
するもの

　なお、「租税の額に関する利子、行政上の金
銭罰」とは、我が国においては、延滞税、利子
税、過少申告加算税等の附帯税がこれに該当し
ます。また、「徴収又は保全の費用」とは、我
が国においては、滞納処分費がこれに該当しま
す。

⑶　徴収を要請するために必要とされる要件等
（本条 3）
　本条 3 第一文は、一方の締約国（要請国）の
権限のある当局が、次の①及び②の要件をいず
れも満たす場合に租税債権の徴収を要請したと
きは、当該租税債権は、他方の締約国（被要請
国）の権限のある当局によって徴収のために引
き受けられるものとすることを規定しています。
①　要請国の租税債権が、要請国の法令に基づ

いて執行することができるものであること。
②　徴収の要請の時において、租税債権を負担

する者（滞納者）が要請国の法令に基づいて
その租税債権の徴収を停止させることができ
ないこと。

　なお、上記①の「執行することができるもの
であること」とは、滞納処分が完全に執行でき
る状態を意味することから、我が国においては、
現行制度上、滞納処分の第一段階である差押え
ができる状態となっていること及び不服申立て
の提起や納税・換価の猶予等により滞納処分を
完全に執行できない状態になっていないことが

必要になると考えられます。また、上記②の
「租税債権の徴収を停止させることができない
こと」とは、滞納者が徴収手続を止めることが
できる行政上又は司法上の権利を有していない
ことを意味します。我が国においては、現行制
度上、滞納者が不服申立てをすることができる
権利を有する期間は、滞納者が「租税債権の徴
収を停止させることができる」ため、上記②の
要件を充足することができない（徴収の要請が
できない）と考えられます。
　本条 3 第二文は、要請国の租税債権を被要請
国が徴収するための規範を規定しています。具
体的には、徴収の要請を受けた被要請国は、要
請国の租税債権を、被要請国が要請する場合に
上記①及び②の要件を満たす自国の租税債権と
同様に、租税の執行及び徴収について適用され
る被要請国の法令に従って徴収する義務を負う
こととされています。

⑷　保全の措置を要請するために必要とされる要
件等（本条 4）
　本条 4 第一文は、一方の締約国（要請国）の
権限のある当局が、租税債権についてその法令
に基づき徴収を確保するために差押え等の保全
の措置をとることができる場合に当該租税債権
の保全の措置を要請したときは、当該租税債権
は、他方の締約国（被要請国）の権限のある当
局によって保全の措置のために引き受けられる
ものとすることを規定しています。
　本条 4 第二文は、要請国の租税債権について
被要請国が保全の措置をとるための規範を規定
しています。具体的には、保全の要請を受けた
被要請国は、その保全の措置をとる時において
上記⑶①又は②の要件を満たさない場合であっ
ても、要請国の租税債権について、自国の租税
債権と同様に、被要請国の法令に従って保全の
措置をとる義務を負うこととされています。

⑸　租税債権に関する時効及び優先権（本条 5）
　本条 5 は、本条 3 及び 4 の規定に基づき被要
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請国の権限のある当局が徴収又は保全の措置の
ために引き受けた租税債権に関する時効及び優
先権について、次のことを規定しています。
①　被要請国において、被要請国の法令の下に

おいて租税債権であるとの理由で適用される
時効及び優先権が認められないこと。

②　被要請国において、要請国の法令の下にお
いて要請国の租税債権について適用される優
先権が認められないこと。

⑹　時効の停止又は中断（本条 6）
　本条 6 は、本条 3 に規定する徴収又は本条 4
に規定する保全の措置のために被要請国がとっ
た措置は、その措置が要請国によってとられた
ならば、要請国の法令に従ってその租税債権に
ついて適用される時効を停止し、又は中断する
効果を有することとなる場合には、要請国の法
令の下において同様に時効の停止又は中断の効
果を有することを規定しています。また、被要
請国の権限のある当局は、その租税債権の徴収
についてとった措置について要請国の権限のあ
る当局に通知することとされています。

⑺　租税債権の存否等に関する争訟手続（本条
7）
　本条 7 は、要請国の租税債権の存在、有効性
又は金額に関する争訟の手続は、被要請国の裁
判所又は行政機関に提起されないことを規定し
ています。したがって、要請国の租税債権の存
在、有効性又は金額については、要請国におい
て争われることとなります。

⑻　徴収又は保全の措置の要請の停止又は撤回
（本条 8）
　本条 8 は、要請国が徴収又は保全の措置の要
請をした後、被要請国が関連する租税債権を徴

収し、要請国に送金するまでの間に、その租税
債権が次の①又は②に該当しなくなった場合

（上記⑶の徴収又は上記⑷の保全の措置を要請
するために必要な要件を満たさなくなった場合
を意味します。）には、要請国の権限のある当
局は、被要請国の権限のある当局に対してその
事実を速やかに通知し、被要請国の権限のある
当局の選択により、要請国の権限のある当局は、
その要請を停止し、又は撤回することを規定し
ています。
①　徴収の要請については、租税債権が、要請

国の法令に基づいて執行することができるも
のであり、かつ、滞納者が要請国の法令に基
づいてその租税債権の徴収を停止させること
ができないものであること。

②　保全の措置の要請については、租税債権が、
要請国がその法令に基づき保全の措置をとる
ことができるものであること。

⑼　徴収又は保全の措置における義務の制限（本
条 9）
　本条 9 は、本条の規定は、いかなる場合にも、
被要請国に対して、次のことを行う義務を課す
るものと解してはならないことを規定していま
す。
①　被要請国又は要請国の法令及び行政上の慣

行に抵触する行政上の措置をとること。
②　公の秩序に反することとなる措置をとるこ

と。
③　要請国がその法令又は行政上の慣行に基づ

いて徴収又は保全のために全ての妥当な措置
をとっていない場合に支援を行うこと。

④　被要請国の行政上の負担が要請国が得る利
益に比して明らかに不均衡である場合に支援
を行うこと。
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二十七　外交使節団及び領事機関の構成員（第27条）

1 　本条の趣旨

　本条は、条約と外交使節団等に関する他の国際
約束との関係について規定しています。

2 　解説

　本条は、条約のいかなる規定も、国際法の一般
原則又は特別の協定に基づく外交使節団又は領事
機関の構成員の租税上の特権に影響を及ぼすもの
ではないことを規定しています。

二十八　特典を受ける権利（第28条）

1 　本条の趣旨

　本条は、条約が濫用されるリスクに対処するた
め、一定の場合に条約の特典を受ける権利を制限
する規定を設けています。
　本条 1 は、国外源泉所得の一部が課税されない
居住者については、条約に基づく租税の軽減又は
免除の適用範囲が居住地国において課税される所
得に制限されることを規定しています。
　また、本条 2 は、両締約国以外の国（以下「第
三国」といいます。）内に存在する恒久的施設に
帰属する所得について課される租税の額が一定の
額に満たない場合には条約の特典は与えられない
ことを規定しています。
　さらに、本条 3 は、いわゆる主要目的テスト規
定（PPT: Principal Purpose Test）であり、条約
に基づく特典を受けることがその取引等の主たる
目的の一つであると認められる場合には条約の特
典は与えられないことを規定しています。

2 　解説

⑴　国外源泉所得の一部が課税されない居住者の
取扱い（本条 1）
　本条 1 は、一方の締約国の居住者が取得する
所得について、条約の規定に基づいて他方の締
約国において租税が軽減され、又は免除される
場合において、当該一方の締約国の法令に基づ
き、当該一方の締約国の居住者が、当該所得の

全額についてではなく当該所得のうち当該一方
の締約国内に送金され、又は当該一方の締約国
内において受領した部分について課税されるこ
ととされているときは、条約に基づいて当該他
方の締約国において与えられる租税の軽減又は
免除は、その所得のうち居住地国である当該一
方の締約国において課税される所得についての
み適用することを規定しています。

⑵　第三国内に存在する恒久的施設に関する濫用
防止規定（本条 2）
　本条 2 は、第三国内に存在する恒久的施設に
所得を帰属させることを通じた条約の濫用に対
処するため、以下のとおり規定しています。
①　一方の締約国の企業が他方の締約国内にお

いて所得を取得し、かつ、当該一方の締約国
において当該所得が第三国内に存在する当該
企業の恒久的施設に帰せられるものとして取
り扱われ、かつ、

②　当該一方の締約国において当該恒久的施設
に帰せられる利得について租税が免除される
場合において、

第三国において当該所得に対して課税される額
が、当該恒久的施設が企業の居住地国である当
該一方の締約国内に存在したならば当該一方の
締約国において当該所得に対して課されたであ
ろう租税の額の60％に満たないときは、当該所
得について、条約に基づく特典は与えられず、
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所得の源泉地国である当該他方の締約国の法令
に従って課税することができることとされてい
ます（本条 2 ⒜）。
　この規定は、当該他方の締約国内において取
得される所得が第三国内に存在する恒久的施設
を通じて行われる当該企業の事業の活動から生
じ、又は当該活動に付随するものである場合に
は、適用されません（本条 2 ⒝）。ただし、こ
の事業には、企業が自己の勘定のために投資を
行い、管理し、又は単に保有するものは含まれ
ませんが、銀行が行う銀行業、保険会社が行う
保険業又は登録された証券会社が行う証券業は
この事業に含まれることとされています。
　なお、本条 2 ⒜に基づいて一方の締約国の居
住者が取得する所得について条約に基づく特典
が与えられない場合においても、他方の締約国

（源泉地国）の権限のある当局は、当該居住者
からの要請に応じて、当該居住者が上記の要件

（本条 2 ⒜及び⒝）を満たさなかった理由（例
えば、損失の存在）を考慮した上で、当該特典

を与えることが正当であると判断するときは、
当該所得について当該特典を与えることができ
るとされています（本条 2 ⒞）。また、当該居
住者から要請を受けた当該他方の締約国（源泉
地国）の権限のある当局は、当該要請を認め、
又は拒否する前に、当該一方の締約国（居住地
国）の権限のある当局と協議することとされて
います。

⑶　主要目的テスト規定（本条 3）
　本条 3 は、条約の他の規定にかかわらず、全
ての関連する事実及び状況を考慮して、条約の
特典を受けることがその特典を直接又は間接に
得ることとなる仕組み又は取引の主たる目的の
一つであったと判断することが妥当である場合
には、その所得については、条約の特典は与え
られないことを規定しています。ただし、その
ような場合においてもその特典を与えることが
条約の関連する規定の目的に適合することが立
証されるときを除きます。

二十九　効力発生（第29条）

1 　本条の趣旨

　本条は、条約の効力発生及び適用開始について
規定しています。

2 　解説

⑴　効力発生（本条 1）
　本条 1 は、条約は、両締約国においてそれぞ
れの国内法上の手続に従って承認されるものと
し（注）、その承認を通知する外交上の公文の
交換の日の後30日目の日に効力を生ずることを
規定しています。

（注）　我が国においては国会の承認が必要であり、

条約は第213回国会で承認されました。

⑵　適用開始（本条 2）
　本条 2 は、条約は、次のものについて適用さ

れることを規定しています。
①　ギリシャにおいては、

⒤　源泉徴収される租税に関しては、条約が
効力を生ずる年の翌年の 1 月 1 日以後に支
払われ、又は貸記される額

ⅱ　その他の租税に関しては、条約が効力を
生ずる年の翌年の 1 月 1 日以後に開始する
各期間について課される租税

②　我が国においては、
⒤　課税年度に基づいて課される租税に関し

ては、条約が効力を生ずる年の翌年の 1 月
1 日以後に開始する各課税年度の租税

ⅱ　課税年度に基づかないで課される租税に
関しては、条約が効力を生ずる年の翌年の
1 月 1 日以後に課される租税
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⑶　情報の交換及び租税の徴収における支援の適
用開始（本条 3）
　本条 3 は、本条 2 の例外として、第25条（情
報の交換）及び第26条（租税の徴収における支

援）の規定については、その対象となる租税が
課される日又はその租税に係る課税年度にかか
わらず、条約の効力発生の日から適用されるこ
とを規定しています。

三十　終了（第30条）

1 　本条の趣旨

　本条は、条約の終了及び適用終了について規定
しています。

2 　解説

　本条は、条約は、一方の締約国によって終了さ
せられる時まで効力を有することを規定していま
す。いずれの一方の締約国も、条約の効力発生の
日から 5 年の期間が満了した後に開始する各暦年
の末日の 6 か月前までに、外交上の経路を通じて
他方の締約国に対して終了の通告を行うことによ
って、条約を終了させることができることとされ
ています。
　この場合には、条約は、次のものについて適用

されなくなります。
①　ギリシャにおいては、

⒤　源泉徴収される租税に関しては、通告が行
われた年の翌年の 1 月 1 日以後に支払われ、
又は貸記される額

ⅱ　その他の租税に関しては、通告が行われた
年の翌年の 1 月 1 日以後に開始する各期間に
ついて課される租税

②　我が国においては、
⒤　課税年度に基づいて課される租税に関して

は、通告が行われた年の翌年の 1 月 1 日以後
に開始する各課税年度の租税

ⅱ　課税年度に基づかないで課される租税に関
しては、通告が行われた年の翌年の 1 月 1 日
以後に課される租税

三十一　議定書

　条約には、条約の不可分の一部を成す議定書が
付されています。この議定書の各規定の国際法上
の効力は、条約本体の各規定のそれと何ら変わる
ところはありません。この議定書は、以下の事項
を定めています。
1 　「船舶」の意義（議定書 1 ）

　議定書 1 は、条約の適用上、「船舶」には、

小型船を含むことを確認しています。
2 　「公認の有価証券市場」の意義（条約第13条

4 関連）（議定書 2 ）
　前述十三 2⑷（注）参照。

3 　仲裁手続の細目（条約第24条 5 関連）（議定
書 3 ）
　前述二十四 2⑹参照。
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